
京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例（平成２４年１２月２８日京都市条

例第   号）（都市計画局建築指導部建築指導課） 
１ 都市の低炭素化の促進に関する法律（以下「法」という。）の施行により，都市の

低炭素化（都市における社会経済活動その他の活動に伴って発生する二酸化炭素の排

出を抑制し，並びにその吸収作用を保全し，及び強化することをいう。）の促進を図

るために，建築物の低炭素化（建築物のエネルギー使用の効率性その他の性能の向上

による二酸化炭素の排出の抑制をいう。）に資する建築物の新築等に関する計画（以

下「計画」という。）について市長が認定を行うこととなることに伴い，当該認定の

申請に対する審査に係る手数料を定めることとしました。 

種   別 区 分 
手数料（１件につき） 

Ａ Ｂ 

法第５３条第

１項の規定に

基づく計画の

認定又は法第

５５条第１項

の規定に基づ

く計画の変更

の認定の申請

に対する審査

（これらの認

定の申請に併

せて，法第５４

条第２項（法第

５５条第２項

において準用

する場合を含

む。）の規定に

基づく申出が 

 １５０平方メート

ル以下の面積  

円

５，０００ 

円

３５，０００ 

１５０平方メート

ルを超え４００平

方メートル以下の

面積 

１０，０００ ７０，０００ 

 ４００平方メート

ルを超え８００平

方メートル以下の

面積 

１６，０００ ９７，０００ 

 

 
 
住宅の用に供する

部分（共用部分（建

物の区分所有等に

関する法律第２条

第４項に規定する

共用部分をいう。

８００平方メート

ルを超え２，１０

０平方メートル以

下の面積 

２７，０００ １３７，０００ 

２，１００平方メ

ートルを超え４，

１００平方メート

ル以下の面積 

４５，０００ １９６，０００ 

２９



あったものを

除く。） 
以下同じ。）を除

く。） 

４，１００平方メ

ートルを超え８，

３００平方メート

ル以下の面積 

８０，０００ ２８０，０００ 

  ８，３００平方メ

ートルを超え１

６，５００平方メ

ートル以下の面積

１２７，０００ ３８０，０００ 

 

 

 １６，５００平方

メートルを超え２

４，７５０平方メ

ートル以下の面積

１６０，０００ ４９８，０００ 

  ２４，７５０平方

メートルを超える

面積 

１７１，０００ ５８５，０００ 

  ３００平方メート

ル以下の面積  
１０，０００ １１０，０００ 

 ３００平方メート

ルを超え２，００

０平方メートル以

下の面積 

２７，０００ １８０，０００ 

  

 

 

住宅の用に供する

２，０００平方メ

ートルを超え５，

０００平方メート

ル以下の面積 

８０，０００ ２８０，０００ 

 部分（共用部分に

限る。） 

５，０００平方メ

ートルを超え１

０，０００平方メ

ートル以下の面積

１２７，０００ ３６０，０００ 

 



  １０，０００平方

メートルを超え２

５，０００平方メ

ートル以下の面積

１６０，０００ ４３０，０００ 

  ２５，０００平方

メートルを超える

面積 

２００，０００ ５００，０００ 

 

住宅以外の用に供

する部分 

３００平方メート

ル以下の面積  
１０，０００ ２４２，０００ 

 ３００平方メート

ルを超え２，００

０平方メートル以

下の面積 

２７，０００ ３８４，０００ 

 ２，０００平方メ

ートルを超え５，

０００平方メート

ル以下の面積 

８０，０００ ５４６，０００ 

 ５，０００平方メ

ートルを超え１

０，０００平方メ

ートル以下の面積

１２７，０００ ６７０，０００ 

 １０，０００平方

メートルを超え２

５，０００平方メ

ートル以下の面積

１６０，０００ ７９０，０００ 

 ２５，０００平方

メートルを超える

面積 

２００，０００ ９００，０００ 

備考１ 区分の欄に掲げる面積は，同欄に掲げる部分の床面積の合計としました。 



２ Ａの欄は，市長が定める者が，計画が法第５４条第１項各号に掲げる基

準（市長が定めるものを除く。）に適合するとあらかじめ認めた建築物の

部分について，Ｂの欄は，その他の建築物の部分について，それぞれ適用

することとしました。 

３ 計画に係る建築物の部分が複数の用途の区分にわたる場合における手

数料は，当該区分ごとにこの表に掲げる額の合計額としました。 

４ 法第５４条第２項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。）

の規定に基づく申出があった場合の手数料は，建築物の部分の用途の区分

に応じこの表に掲げる額に，次に掲げる額を加算した額としました。 

  当該申出が建築基準法第６条第１項の規定に基づく建築物に係る確

認の申請であるとしたならば，京都市都市計画関係手数料条例（以下「条

例」という。）別表第１の規定により納入すべき同表 の項に掲げる額

としました。この場合において，当該申出が法第５５条第２項において

準用する法第５４条第２項の規定に基づくものであるときは，同表 の

項に掲げる床面積の合計は，計画の変更に係る部分の床面積の２分の１

（床面積の増加する部分にあっては，当該増加する部分の床面積）につ

いて算定することとしました。 

  当該申出が建築基準法第６条第１項の規定に基づく建築物に係る確

認の申請であり，かつ，当該申請において構造計算適合性判定が必要と

なるとしたならば，条例別表第１備考４の規定により同表 の項に掲げ

る額に加算すべき同表備考４ 又は に掲げる額に消費税額及び地方

消費税額に相当する額を加算した額としました。 

  計画にエレベーター又はエスカレーターに係る部分が含まれている

ときは，エレベーター又はエスカレーター１基につき９，０００円とし

ました。 

２ 長期優良住宅建築等計画の認定の申請に対する審査に係る手数料の算定方法につ

いて，規定を整備しました。 

この条例は，平成２４年１２月２８日から施行することとしました。 



 京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例を公布する。 

平成２４年１２月２８日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市条例第   号 

京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例 

京都市都市計画関係手数料条例の一部を次のように改正する。 

第９条を第１０条とし，第６条から第８条までを１条ずつ繰り下げ，第５条の次に次の

１条を加える。 

（都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく事務に係る手数料の徴収） 

第６条 都市の低炭素化の促進に関する法律（別表第６において「法」という。）の規定に

基づく事務について，同表に掲げる手数料を徴収する。 

別表第５ の項中「住宅をいう」の右に「。以下同じ」を加え，同表備考１中「面積は，」

の右に「申請に係る建築物の」を加え，同備考４ 中「１００分の１０５を乗じて得た」

を「消費税額及び地方消費税額に相当する額を加算した」に改め，同備考４を同備考５と

し，同備考３中「係る住宅」の右に「（当該変更が共同住宅等の専有部分（建物の区分所有

等に関する法律第２条第３項に規定する専有部分をいう。）のみに係るものである場合にあ

っては，当該専有部分）」を加え，同備考３を同備考４とし，同備考２の次に次のように加

える。 

３  の項の申請において，１の共同住宅等の複数の住戸について同時に数件の申

請が行われた場合における１件の申請に対する審査に係る手数料は，同項に掲げ

る住宅の区分に応じ同項に掲げる額を同時に行われた申請の件数で除して得た額

（当該額に１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）とする。 

別表第５の次に次の１表を加える。 

別表第６（第６条関係） 

種  別 区 分 

手数料（１件につき） 

Ａ Ｂ 

法第５３条第１項  １５０平方メート 円 円

の規定に基づく低  ル以下の面積 ５，０００ ３５，０００ 

炭素建築物新築等  １５０平方メート   

２９



計画（同項に規定

する低炭素建築物

新築等計画をい

う。以下「計画」

という。）の認定又

は法第５５条第１

項の規定に基づく

計画の変更の認定

の申請に対する審

査（これらの認定

の申請に併せて，

法第５４条第２項

（法第５５条第２

項において準用す

る場合を含む。）の

規定に基づく申出

があったものを除

く。） 

 ルを超え４００平

方メートル以下の

面積 

１０，０００ 

 

７０，０００ 

 

 ４００平方メート

ルを超え８００平

方メートル以下の

面積 

１６，０００ ９７，０００ 

 

住宅の用に供する

部分（共用部分（建

物の区分所有等に

関する法律第２条

第４項に規定する

共用部分をいう。

以下同じ。）を除

く。） 

８００平方メート

ルを超え２，１０

０平方メートル以

下の面積 

２７，０００ １３７，０００ 

２，１００平方メ

ートルを超え４，

１００平方メート

ル以下の面積 

４５，０００ １９６，０００ 

４，１００平方メ

ートルを超え８，

３００平方メート

ル以下の面積 

８０，０００ ２８０，０００ 

 ８，３００平方メ

ートルを超え１

６，５００平方メ

ートル以下の面積

１２７，０００ ３８０，０００ 

 １６，５００平方

メートルを超え２

４，７５０平方メ

ートル以下の面積

１６０，０００ ４９８，０００ 

  ２４，７５０平方

メートルを超える

 

１７１，０００ 

 

５８５，０００ 



  面積   

 

住宅の用に供する

部分（共用部分に

限る。） 

３００平方メート

ル以下の面積  
１０，０００ １１０，０００ 

 ３００平方メート

ルを超え２，００

０平方メートル以

下の面積 

２７，０００ １８０，０００ 

 ２，０００平方メ

ートルを超え５，

０００平方メート

ル以下の面積 

８０，０００ ２８０，０００ 

 ５，０００平方メ

ートルを超え１

０，０００平方メ

ートル以下の面積

１２７，０００ ３６０，０００ 

 １０，０００平方

メートルを超え２

５，０００平方メ

ートル以下の面積

１６０，０００ ４３０，０００ 

 ２５，０００平方

メートルを超える

面積 

２００，０００ ５００，０００ 

  ３００平方メート

ル以下の面積  
１０，０００ ２４２，０００ 

  ３００平方メート

ルを超え２，００

０平方メートル以

 

２７，０００ 

 

３８４，０００ 

  下の面積   

  ２，０００平方メ   



 

住宅以外の用に供

する部分 

ートルを超え５，

０００平方メート

ル以下の面積 

８０，０００ 

 

５４６，０００ 

 

 ５，０００平方メ

ートルを超え１

０，０００平方メ

ートル以下の面積

１２７，０００ ６７０，０００ 

  １０，０００平方

メートルを超え２

５，０００平方メ

ートル以下の面積

１６０，０００ ７９０，０００ 

  ２５，０００平方

メートルを超える

面積 

２００，０００ ９００，０００ 

備考１ 区分の欄に掲げる面積は，同欄に掲げる部分の床面積の合計とする。 

２ Ａの欄は，市長が定める者が，計画が法第５４条第１項各号に掲げる基準（市

長が定めるものを除く。）に適合するとあらかじめ認めた建築物の部分につい

て，Ｂの欄は，その他の建築物の部分について，それぞれ適用する。 

３ 計画に係る建築物の部分が複数の用途の区分にわたる場合における手数料

は，当該区分ごとにこの表に掲げる額の合計額とする。 

４ 法第５５条第１項の規定に基づく計画の変更の認定に係る床面積の合計は，

当該計画の変更に係る建築物の部分の床面積（増加する部分がある場合は，当

該部分の床面積に２を乗じて得たものに，増加する部分以外の部分の床面積を

加えたもの）に２分の１を乗じて得た面積とする。 

５ 法第５４条第２項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。）の規

定に基づく申出があった場合の手数料は，建築物の部分の用途の区分に応じこ

の表に掲げる額に，次に掲げる額を加算した額とする。 

  当該申出が建築基準法第６条第１項の規定に基づく建築物に係る確認の

申請であるとしたならば，別表第１の規定により納入すべき同表 の項に掲



げる額。この場合において，当該申出が法第５５条第２項において準用する

法第５４条第２項の規定に基づくものであるときは，同表 の項に掲げる床

面積の合計は，計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加す

る部分にあっては，当該増加する部分の床面積）について算定する。 

  当該申出が建築基準法第６条第１項の規定に基づく建築物に係る確認の

申請であり，かつ，当該申請において構造計算適合性判定が必要となるとし

たならば，別表第１備考４の規定により同表 の項に掲げる額に加算すべき

同表備考４ 又は に掲げる額に消費税額及び地方消費税額に相当する額

を加算した額 

  計画にエレベーター又はエスカレーターに係る部分が含まれているとき

は，エレベーター又はエスカレーター１基につき９，０００円 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
（都市計画局建築指導部建築指導課） 

 


